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１．はじめに

　「21世紀の最重要課題」とされる男女共同参画社会の

進展に伴い，男女ともに仕事生活と家庭生活をいかにう

まく両立させるかという課題は近年大きな関心を集めて

いる男女共同参画社会の実現が目指される背景として

は，公平性の観点だけでなく女性の就業機会は労働生産

性の向上や納税者のすそ野を広げることにつながり，高

齢化による社会保障制度逼迫といった課題に貢献する。

また，ジェンダーの多様性を高めることはビジネスにお

けるイノベーションと競争力の促進に役立つことが挙げ

られる（OECD, 2011）。このような社会的背景により，

我が国においては，男女共同参画推進本部より「社会

のあらゆる分野において，2020年までに，指導的地位に

女性が占める割合が，少なくとも30％程度になるよう期

待する」という指針（男女共同参画推進本部, 2003）や

2014年には「すべての女性が輝く社会づくり本部」が政

府に設置され，「すべての女性が輝く社会をつくる。こ

れは，安倍内閣の最重要課題である」また，「このよう

な社会づくりは，女性だけでなく，男性の課題でもあ

る。職場や家庭において，男性の主体的・積極的な関わ

りが欠かせない」と提言され（すべての女性が輝く社会

づくり本部, 2014），経済成長戦略の中核として女性活

用，またそれに伴う男女役割の調整や働き方改革が位置

付けられた。つまり，男女ともに，仕事生活と家庭生活

といった２つの生活領域の両立に向けた役割行動をとる

ことが求められてきているのである。しかし両領域から

求められる役割行動は時に対峙し，葛藤をもたらす。両

生活領域を両立しようとする際に生じるこの葛藤はワー

ク・ファミリー・コンフリクト（以下，WFC）と呼ば

れる。例えば緊急の会議により親が子どものお迎えにい

けなくなる場合や体調を崩した子どもの面倒をみたり，

大会を見に行くために親が仕事を休まなければならない

場合などがWFCの例として挙げられる。Greenhaus & 

Beautell （1985）はWFCの定義を「仕事領域からの役

割圧力と家庭領域からの役割圧力が両立しないことによ

り生まれる，特定の種類の役割間葛藤」としている。役

割間葛藤（inter-role conflict）は，ある組織内のメン

バーシップに関連した役割からの圧力が，他のグルー

プにおけるメンバーシップから生じる圧力と矛盾する

際に生じる葛藤の一形態とされており（Kahn, Wolfe, 

Quinn, Snoek & Rosentbal, 1964），役割間葛藤に関す

る初期の研究は組織行動や社会心理学の分野で行われて

いた（e.g. Rizzo, House & Lirtzman, 1970）。一方で

近年では，共働き家庭，一人親家庭の増加や核家族化の

進行などによりWFCが深刻化してきていると言われて

おり，特に男女共同参画社会が進む欧米を中心に，心理

学分野におけるWFCの研究が進められている。具体的

にWFCは仕事満足感や家庭満足感，生活全体の満足感

を引き下げる効果を持ち，現代人のメンタルヘルスに深

く関わっていると考えられるため（金井, 2002），WFC

の深刻化は現代において早急な対応が求められる社会的

な課題であるといえる。

　我が国においては目標とされていた2020年に指導的地

位に女性が占める割合30％に対して，2020年における上

場企業の「女性役員比率」は６％に留まり，約半数の企

業では女性役員が一人もいない状況にある（東京商工リ

サーチ, 2020）。このような我が国の状況を国際的な指

標として表した世界経済フォーラムが発表する2020年度

のジェンダーギャップ指数（Gender Gap Index）は, 

参加した153か国中先進国最下位の121位であった。以

上のことから，未だに男女共同参画社会実現の前過渡

期ともいえる日本においてWFCに関する研究，ひいて

はWFC予防の重要性は今後高まっていくと考えられる。

そのため，本論考では特に，WFCがメンタルヘルスに

与える影響に焦点を当て，日本国内と海外では研究動向

にどのような違いがあるか検討する。具体的には以下の

手順で先行研究のレビューを行う。まず，WFCの測定

について，国内外の先行研究で用いられている測定尺

度について紹介する。次に，海外と日本国内で行われた

ワーク・ファミリー・コンフリクトがメンタルヘルスに与える影響 
――日本国内と海外の動向に着目して――
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WFCがメンタルヘルスに与える影響に関する研究の動

向をそれぞれ概観する。最後にWFCがメンタルヘルス

に与える影響に関する研究の課題と今後の展望について

考察する。

２．WFCの測定方法

２－１．WFCの測定尺度　WFCの測定については各国

で様々な測定尺度の開発やその翻訳が進んでいる。具

体的にはColonbo & Ghislieri （2008）のWFCに関する

理論と測定尺度を扱ったレビューでは主なWFCの測

定尺度として14種類のWFC尺度を挙げている（Table

１）。既存のWFC測定尺度にはベースとする概念的フ

レームワークに違いがあることや運用の仕方が違うこと

により，測定尺度間の互換性保たれていないことがい

くつかの文献で示唆されている。既存のWFC測定尺度

の多くはGreenhaus & Beutell （1985）の①時間による

葛藤（Time-based conflict）②疲労や緊張による葛藤

（Strain-based conflict）③行動による葛藤（Behavior-

based conflict）といった３つの葛藤形態を想定した古

典的な概念フレームワークをベースに作成された一方で，

Netemeyer, Bole, ＆ McMurrian （1996）やStephens &  

Sommer （1996）といった測定尺度は“第二世代”と呼

ばれ，概念的・経験的有用性に基づいて既存の項目を

選択して作成された（McDermid, 2005）。またMin, 

Matthews, Wayne, Parsons, & Farrell （2021）はWFC

に関する概念はGreenhaus & Beautellによる定義で認識

の形成がされている一方，測定尺度開発の妥当性評価の

基準や項目数，回答方法などWFC測定尺度をどのように

Table１　代表的なワークライフコンフリクトに関する測定尺度

No． 著者，年 測定概念

1 Burke, Weir, & DuWors, 1979 General W-F (+ personal life)
2 Holahan & Gilbert, 1979 Role Conflict (job, conjugal, parental, personal in terms of selfrealization)
3 Bohen & Viveros-Long, 1981 W→F and F→W, time and strain
4 Kopelman, Greenhaus, & Connolly, 1983 W→F, time and strain
5 Wiley, 1987 W→F, strain
6 Loerch, Russel, & Rush, 1989 W→F, behavior
7 Small & Riley, 1990 W→F, spillover
8 Gutek et al., 1991 W→F e F→W, time and strain
9 Rice et al., 1992 W→F, strain

10 Frone, Russel, & Cooper, 1992 W→F and F→L, time
11 Matsui, Ohsawa, & Onglatco, 1995 W→F, time and strain
12 Netemeyer et al., 1996 W→F and F→W, time and strain
13 Stephens & Sommer, 1996 W→F, time, strain, and behavior
14 Carlson et al., 2000 W→F e F→W time, strain and behavior

 Colombo & Ghislieri , 2008 をもとに筆者作成

運用するかについては研究者間で合意がとれておらず，

測定尺度間の互換性が保たれていないことを示唆した。

また，これまでのWFCの測定尺度は欧米諸国で開発され

たものがほとんどであり，これまで東洋文化圏の研究者

の多くは欧米諸国で開発された測定尺度を翻訳して用い

てきた。しかしWFCに影響を与える要因などが欧米諸国

とは異なる可能性がある（Kengatharan, 2015）。以上の

ことから現状のWFCの測定尺度に関しては①測定尺度間

で互換性が保たれていない点，②東洋文化圏の文化・環

境に即した測定尺度が開発されていないという点で信頼

性と妥当性には議論の余地があると言える。

２－２．主要な測定尺度　Min, Matthews, Wayne, 

Parsons, & Farrell （2021）を参考に，これまで多く

の研究で用いられている項目数や回答方法が異なる

４ つ のWFC測 定 尺 度，Netemeyer, et al. （1996）, 

Carlson, Kacmar, & Williams (2000), Grzywacz, 

Frone, Brewer, & Kovner (2006), Fisher, Matthews, 

& Gibbons (2016)，そして渡井・錦戸・村嶋 （2006）の

Carlson et al. （2000）を日本語に翻訳した測定尺度に

ついて，それぞれの特徴やその内容を紹介する。

ａ）Netemeyer et al. （1996）　Netemeyer et al. 

（1996）が開発したWFC測定尺度は最もよく研究で用い

られてきた。仕事領域からの役割圧力が家庭領域へ干渉

するWork to Family Conflict（以下，狭義のWFC）と

家庭領域からの役割圧力が仕事領域へ干渉するFamily 

to Work Conflict（以下，FWC）それぞれ５項目，計

10項目からなる自己記入式調査票である。具体的な測

定尺度の項目は例えば狭義のWFCにおいては，“Due to 

work-related duties,  I have to make changes to my 
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plans for family activities”（仕事の関係で家族の予定

を変更しなければならない），FWCにおいては，“My 

home life interferes with my responsibilities at work 

such as getting to work on time, accomplishing 

daily tasks, and working overtime”（定時出勤，日常

業務の遂行，残業など，仕事上の責任に家庭生活が支障

をきたしている）などが挙げられる。これらの項目につ

いて「１．Strongly disagree（全くそう思わない）」から，

「７．Strongly agree（強くそう思う）」の７件法で回答

を求め，点数が高いほどWFCが高いことを表す。

ｂ）Carlson et al. （2000）　Carlson et al. （2000）が開

発したWFC測定尺度はGreenhaus & Beautell（1985）

における概念フレームワークを援用，そして多次元化

して18項目から計測する自己記入式調査票である。具体

的にはWFCを「時間における仕事領域の家庭領域干渉」

「時間における家庭領域の仕事領域干渉」「疲労や緊張に

おける仕事領域の家庭領域干渉」「疲労や緊張における

家庭領域の仕事領域干渉」「行動における仕事領域の家

庭領域干渉」「行動における家庭領域の仕事領域干渉」

という６つのサブカテゴリに対してそれぞれが３項目で

構成され，計18項目を「１．Strongly disagree（全くそ

う思わない）」から，「５．Strongly agree（強くそう思

う）」の５件法で回答を求める。

ｃ）Grzywacz et al. （2006）　Grzywacz et al. （2006） 

は看護師を研究協力者とし，WFC測定尺度を作成した。

具体的には狭義のWFCとFWCについてそれぞれ３項

目，計６項目について，過去６か月のうち「０．Never

（一度もない）」「１．Less than once a month（１か月

に１度よりは少ない）」「２．1－3 days per month（１

か月に１－３日）」「３．1－2 days per week（週に１－

２日）」「４．3－4 days per week（週に３－４日）」「５．

5 or more days per week（週に５日以上）」の５件法

で回答を求める。

ｄ）Fisher et al. （2016）　Fisher et al. （2016）は単一

項目によるWFC測定尺度の開発を試みた比較的新しい

研究である。具体的には狭義のWFCに関して “In the 

past month my WORK life frequently interfered with 

my PERSONAL / FAMILY life”（この１ヶ月の間，私

の仕事生活は私の個人的な生活や家庭生活に頻繁に

干渉した），FWCに関しては “In the past month my 

PERSONAL / FAMILY life frequently interfered with 

my WORK life”（この１ヶ月の間，私の個人的な生活や

家族の生活が頻繁に私の仕事生活に干渉した）という質

問それぞれに対して「１．Strongly disagree（全くそう

思わない）」から，「７．Strongly agree（強くそう思う）」

の７件法で回答を求めた。しかし，この測定尺度は信頼

性・妥当性の検討で一貫した結果が導き出されていない

という点で用いる際には注意が必要と述べられている。

ｅ）渡井他（2006）：WFCS　渡井他（2006）まで我

が国においてはWFCを測定する際にオリジナルの下位

尺度構成（e.g. 金井，2002）や単一項目（e.g. Seto，

Morimoto, & Maruyama, 2004）が用いられ，海外研

究のように狭義のWFCとFWCの２下位尺度で構成さ

れ，信頼性と妥当性が検証されているWFC測定尺度は

なかった。そこで渡井他（2006）はCarlson et al. （2000）

のWFC測定尺度をもとに一定の信頼性と妥当性を備え，

海外研究とも比較可能な日本語版多次元的WFC尺度を

開発した。

３ ．海外における，WFCがメンタルヘルスに
与える影響に関する研究動向

３－１．調査研究の概観　海外において，WFCがメン

タルヘルスに与える影響に関する研究は仮説生成型の

質的研究（e.g. Dziak, Janzen, & Muhajarine, 2010）

からエビデンスレベルの高いメタアナリシスまで盛ん

に行われている。Amstad, Meier, Fasel, Elfering, & 

Semmer （2011）はWFCとメンタルヘルス関連のアウ

トカムについて427本の研究をもとにメタアナリシスを

行った。その結果，狭義のWFCやFWCはそれぞれ抑う

つや不安， 心理的緊張， ストレスといったメンタルヘル

ス関連のアウトカムと関連があることが報告された。

３－２．WFC予防への介入研究および介入プログラム

　WFCが心身の健康に影響があるということが実証さ

れたうえで，近年ではWFCを軽減させることを目的と

した，エビデンスベースド・トレーニングプログラムの

開発などが行われてきており，それらを用いた介入研

究も行われている。米国では国立衛生研究所と疾病管

理予防センターがWFC軽減を目的に「WFHN（Work,  

Family & Health Network）」という組織を運営・研

究をしており，なかでもWFHNが開発した「STAR

（Support Transform Achieve Results）」と呼ばれる

トレーニングプログラムがWFCへの研修・介入研究に

よく用いられている（e.g. Kelly et al., 2014） 。STAR

トレーニングプログラムでは，管理者研修として部下

のパフォーマンスと個人生活や家庭生活を両立させる

支援の仕方ついての研修や，社員の参加型研修として

生産性・コントロール感を上げるための新しい働き方

についての研修が行われる。STARトレーニングプロ

グラム以外にも，食生活，睡眠，運動といった生活習
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慣に関するプログラムを用いた介入研究（e.g. Wilson, 

Polzer-Debruyne, Chen, & Fernandes, 2007）など多

様なトレーニングプログラムを用いた介入研究が散見

される。また，ワークライフバランス実現のために開

発された「Workplace Triple P（Positive Parenting 

Program）」（Sandares, Turner & Carol, 2002）とい

うトレーニングプログラムをオーストラリアの教師を

対象に用いた無作為化比較実験では，WFC，そして

職業性ストレスの低減に効果があることが確認された

（Haslam, 2013）。

３－３．家族への伝播　近年では働く親のWFCがその

パートナーや子どものメンタルヘルスに与える影響につ

いても研究が進められている。Dinh, Cooklin, Leach 

& Wetrupp （2017）の研究では10年の縦断的データを用

いて親のWFCの浮き沈みと子どものメンタルヘルスが

一致するかについて追跡研究を行った。その結果，片親，

もしくは両親のWFCが悪化した際には子どものメンタ

ルヘルスも悪化したが，親のWFCが減少した際には子

どものメンタルヘルスも改善することが示唆された。ま

たVahedi, Krug & Westrupp （2019）の縦断的研究で

も母親・父親のWFCはそれぞれ相手の育児焦燥感を誘

発させ，子どもの内在的問題（例えばよく泣く，不幸せ

など）や外在的問題（例えばケンカする，いじめるな

ど）を引き起こすことを示唆した。以上のことから，親

のWFCは本人だけでなく，子どものメンタルヘルスや

パートナーのメンタルヘルスに対しても長期的に影響を

及ぼし続ける心理社会的要因であるといえる。

４ ．国内における，WFCがメンタルヘルスに
与える影響に関する研究動向

４－１．調査研究の概観　国内におけるWFCの研究は

海外と比べると絶対的な量は少ないながらも行われてい

る。金井・佐野・若林（1991）は女性管理職を対象に

キャリア意識とストレスに関するインタビュー調査を行

い，WFCを意味する仕事と家庭の両立葛藤と女性差別

が働く女性特有のストレッサーとして職務ストレスに結

びつくことを示唆した。金井（2002）はWFCがメンタ

ルヘルスに与える影響について「共働き女性」「共働き

男性」「専業主婦がいる男性」を対象に量的な調査を行っ

た。その結果対象により規定因からのプロセスは異なる

ものの，WFCからストレインや仕事うつ傾向，家庭う

つ傾向への影響が示唆された。またWFCとメンタルヘ

ルスを調節するパーソナリティ特性の検討も行われてお

り，松浦・菅原・酒井（2008）の働く女性を対象とし

たWFCと抑うつの関連を検討した研究では金井（2002）

と同じくWFCが抑うつに与える影響が認められ，また

個人の自己志向性がWFCと抑うつの関連を調整するこ

とを示した。

４－２．WFC予防への介入研究および介入プログラム

　日本国内においては仕事と介護の両立を目的とした介

入研究は行われている。佐藤・松浦・池田（2015）は

介護離職を予防するための両立支援対応モデル導入実

証実験を100社の従業員に対して行った。具体的には

「仕事と介護の両立セミナー」やリーフレットの配布を

し，介護関係の知識付与による介護不安の軽減を試み

た。このような仕事と家庭の両立を図った介入実験は佐

藤他（2015）が初めてであり（雇用均等・児童家庭局

職業家庭両立課， 2015），それ以降介入研究としては進

展がないといえる。この研究はあくまで「介護」という

WFCの一場面にフォーカスしたものであるため，海外

のSTARプログラムや生活習慣改善プログラムといった

ような，根本的な従業員の意識改善や職場改善による

WFC予防への介入研究および介入プログラムの開発は

未だ行われていないといえる。

４－３．家族への伝播　島田・島津・川上・藤原・伊

藤（2012）は共働きの親が体験する狭義のWFCとメン

タルヘルスが子どもの情緒・行動問題に与える影響につ

いて横断的な研究を行った。その結果，母親のメンタル

ヘルスは子どもの情緒的・行動的問題と関連がある傾向

がみられたが，父親，母親それぞれが体験する狭義の

WFCと子どもの情緒的・行動的問題には関連がみられ

なかった。一方で藤本・大平・本間・井上（2013）も

同じく横断的に共働き親のワーク・ファミリー・コンフ

リクトと子どものメンタルヘルスの関連を検討した。そ

の結果，母親の体験するWFCは直接的に抑うつ，不安，

疲労といった子どものメンタルヘルス悪化に影響を及ぼ

しており，父親の体験するWFCは子どもを愛情をもっ

て受け入れ，温かく接する行動や子どもの学校生活など

を知ろうとする行動が減少し，子どもの自己決定を抑え

る行動が増加するといった養育行動・養育態度を媒介し

て間接的に子どものメンタルヘルスに影響を及ぼしてい

ることが示唆され，島田他（2012）の結果とは相反する

結果が導き出された。このことから，国内ではまだ縦断

的な研究が行われていないことや絶対的な研究数も少な

いため，エビデンスレベルの高い，統轄された研究結果

は導き出されていない。
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５ ．WFCとメンタルヘルスの関連についての
研究における今後の課題

５－１．海外研究における課題

５－１－１．測定に関する課題　これまでのWFCとメ

ンタルヘルスの関連を検討した多くの研究では横断的な

デザインが用いられており，WFCとメンタルヘルスと

の現実的な関連には議論の余地がある（Amstad et. al, 

2011）。縦断的な研究デザインや日誌法といったデザイ

ンを用いることによりWFCとメンタルヘルスの因果的

関連を検討する必要がある（Zhou, Da, Guo & Zhang, 

2018）。これまでWFCとメンタルヘルスの関連の測定に

おいて，自己記入式質問紙だけでなく唾液中コルチゾー

ルによるストレス測定の観点からも研究が行われてきた

が，サンプルサイズが小さいことや研究協力者の特性に

より，サンプルに偏りがみられることが課題として挙げ

られている（Krisor, Diebig, & Rowold, 2015）。また，

カップル内のWFCの伝達効果が認めらえていることか

ら（Judge,  Ilies, & Scott, 2006），家庭構築に大きな

影響を持つ２者を個人単位ではなくペアの単位として研

究することが今後期待される（Zhang & Liu, 2011）。

５－１－２．個別性に関する課題　WFCとメンタルヘ

ルスに関する研究では子どもの数などの客観的指標をそ

もそものWFC規定要因として捉えており（e.g. Himali, 

2017），通常これらの指標はどれくらいの責任をその個

人が負っているかを推論するために用いられるが，それ

ら客観的な指標は個人の期待される役割を完全に反映す

るわけではない。そのため，質的な研究に立ち返り，役

割の重要性や価値など，それぞれの個人の主観的な認識

に焦点を当てていく必要がある（Zhang & Liu, 2011）。

５－２．国内研究における課題

５－２－１．海外研究の応用に関する課題　これまで

日本のWFC研究の多くは海外の先行研究を応用する形

で仮説への知的地盤を固めてきた。しかし，海外での研

究知見を国内の研究に応用する際には，安易な比較や引

用が適切でない場合がある（竹内, 2010）。日本は公的

な育児支援制度や実際的な拘束労働時間，職場のメンタ

ルヘルスなどWFCに関わる実情が異なるため（Table

２），WFCがメンタルヘルスへ与える影響の在り方が

諸外国とは異なる可能性がある。また，Kengatharan 

（2015）の指摘にもあるよう，これまでのWFCの測定尺

度は欧米諸国で開発されたものがほとんどであり，これ

まで東洋文化圏の研究者の多くは欧米諸国で開発された

測定尺度を翻訳して用いてきた。これは日本のWFC研

究の現状と一致する状況である。そのため，日本の企

業・家族風土に合わせたWFC測定尺度の開発は早急に

対応されるべき課題であるといえる。

５－２－２．研究デザインにおける課題　これまで日

本で行われてきたWFCに関わるほぼ全研究は自己記入

式質問紙調査による横断研究であり，画一的なデザイ

ンが踏襲されているため（竹内, 2010），唾液中コルチ

ゾールなどのバイオマーカーを援用した多面的アセスメ

ントの活用が期待される。また，島田他（2012）と藤本

他（2013）など似ている研究の結果が一致していないと

いうことからも，これまでの日本のWFCとメンタルヘ

ルスの関連に関する研究を統合するシステマティックレ

ビューないしメタアナリシスが求められる。

５－３．ニューノーマル到来による世界的な課題　世

界中の労働者はCovid-19パンデミックにより，仕事と家

庭領域において急激で大きな役割変化を経験した。世界

中に感染が拡大した2020年から現在にかけてCovid-19

パンデミックが仕事と家庭の領域や労働者のメンタルヘ

Table２　公的な育児支援制度，労働時間，職場でのうつ病に関する意識の違い

日本 フランス スウェーデン

育児休業 子が１歳に達するまで 子が３歳に達するまで
480労働日。子が８歳に達するまで，

複数回に分けて利用可能

子どもの看護休暇
小学校就学前の子が対象で，年５日

まで（無給）
16歳未満の子が対象で，年３日まで

（無給）
子が12歳に達するまで年間60日

（所得の80％保障）

労働時間短縮
就業前の子を持つ被雇用者を対象

に，事業主が措置義務を負う
養育休暇制度と併用し，パート

タイム労働で補足手当支給
子が12歳に達するまで労働時間を
75％まで短縮可能（短縮分無給）

労働時間 1644時間/年 1505時間/年 1452時間/年

うつ病経験者の割合 10％ 19％ データなし
（参考：デンマーク：19％）

うつ病社員へのサポート
制度満足度

「非常に良い」「かなり良い」
を合わせた肯定的評価：21％ 肯定的評価：70.2％

データなし
（参考：デンマークの肯定的評価：74.4％）

高橋（2007)，OECD（2019)，ルンベック社（2015）をもとに筆者作成



―79―

ルスに与える影響についての研究がいくつか発表されて

いる（e.g. Trougakos, Chawla, & McCarthy, 2020）。

WFCの分野では，例えばCovid-19により在宅ワークが

強いられるが，配偶者や子どもの存在により仕事に集中

ができないことによる不安やストレスといった課題につ

いて検討がなされてきており（Gratton, 2020）。オース

トラリア赤十字社はその課題に対する対処法の紹介や支

援について発表している。このような課題はあるが,今

後の働き方として在宅ワークを希望する労働者は全体の

75.3％（ザイマックス不動産総合研究所, 2020）と在宅

ワークはニューノーマルの働き方として定着していくと

考えられる。在宅ワークの浸透から労働者が今後経験す

るWFCの在り方，ひいてはWFCによる労働者のメンタ

ルヘルスの変化に注視していく必要がある。

６．おわりに

　本論考の目的はWFCがメンタルヘルスに与える影響

に焦点を当て，日本国内と海外では研究動向にどのよう

な違いがあるか検討し，今後の課題を整理することで

あった。日本においてはWFCがメンタルヘルスに与え

る影響について調査研究は行われているものの，多くの

研究では企業・家族風土が異なる海外の研究知見・測定

尺度に依拠しており，日本という環境に即した適切な研

究計画やアセスメントツールの使用，考察方法がとられ

ていない可能性を示唆した。実際に一貫した調査結果が

得られていないことや縦断的な研究が進んでいないと

いった課題があり，これまでの研究結果の一般化可能性

は低い現状にある。また，世界的にもCovid-19により

これまでのノーマルが崩壊し，ニューノーマルの構築が

急がれている。我が国においても改めて仮説生成的な研

究から仮説検証，研究結果統合といったプロセスを踏む

ことで，これら課題を克服し，新しいWFCとメンタル

ヘルスに関する研究の構築が期待される。

　最後に本論考の限界を述べる。本論考ではメンタルヘ

ルスを大きく捉え，日本国内と海外の研究動向の違いと

今後の課題の整理を行った。しかし，メンタルヘルス

（心の健康状態）の概念は幅広く，広くストレスがかかっ

ている状態か，はたまたバーンアウトの状態にあるかな

ど，どのような状態，レベル感にあるのかといった詳細

な検討ができたとはいえない。メンタルヘルスに関する

キーワードを精査することでより細やかなレビューが可

能になると考えられる。
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